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（証券コード8562） 
平成26年６月６日 

 
株 主 各 位 

福島県福島市万世町２番５号 
株式会社  
取締役社長 森 川 英 治 

 

第148回定時株主総会招集ご通知 
 
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。 
 さて、当行第148回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご
出席くださいますようご通知申し上げます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することが
できますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまし
て、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成26
年６月23日（月曜日）午後５時までに到着するようご返送いただきたくお願
い申し上げます。 

敬 具 
 記 
 
1. 日 時 平成26年６月24日（火曜日）午前10時 
2. 場 所  福島県福島市万世町２番５号

当行本店 地下大会議室
3. 目 的 事 項   
 報告事項 1． 第148期 （平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）事業報告及び計算書類
  の内容報告の件
  2． 第148期 （平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）連結計算書類の内容並
   びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報

告の件 
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 決議事項  
   第１号議案  剰余金の処分の件
   第２号議案  取締役６名選任の件  

以 上 
 〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 

◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付に
ご提出くださいますようお願い申し上げます。 

◎ 株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が
生 じ た 場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 行 ウ ェ ブ サ イ ト 
(http://www.fukushimabank.co.jp/）に掲載させていただきます。 

◎ 本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、事業報告の「8．業務の適
正を確保する体制」並びに個別注記表及び連結注記表につきましては、法
令及び当行定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当行ウェブ
サイト (http://www.fukushimabank.co.jp/) に掲載しておりますの
で、本添付書類には記載しておりません。したがって、本招集通知の添
付書類は、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査をした計
算書類又は連結計算書類の一部であります。 

◎ 当日は軽装にて実施させていただきますので、株主さまにおかれまして
も軽装でご出席くださいますようお願い申し上げます。 
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添付書類 
 

第148期（ 平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）事業報告 
 

1．当行の現況に関する事項 
 
（1）事業の経過及び成果等 
（主要な事業内容） 
当行は、福島県を主な営業基盤とする地域金融機関として、本店ほか
支店・出張所において、預金業務、貸出業務、為替業務などの銀行業及
びその他銀行業に付随する業務を行っております。また、それらに加え、
有価証券投資業務、投資信託や保険商品の窓口販売業務等を行い、地域
のお客様に金融商品・サービスを提供しております。 

 
（金融経済環境） 
当期におけるわが国経済は、政府によるデフレ脱却並びに経済再生に
向けた各種経済政策の推進及び日本銀行による金融緩和策を背景に、大
企業を中心に業績の改善が拡がり、消費税率引き上げによる駆け込み需
要も相まって、一定水準の景気回復基調にありました。また、景気回復
に伴う失業率の低下及び一部企業によるベア実施に向けた動きなど、雇
用・所得環境にも改善の兆しが見えております。 
当行の主たる経済基盤である福島県の経済は、東日本大震災の復興需
要による公共工事や住宅関連工事が堅調に推移し、有効求人倍率の上昇
による雇用環境の改善なども見られたため、業種間に差はあるものの景
気は着実に持ち直しております。なお、この間の企業倒産件数は低水準
で推移しました。 
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（事業の経過及び成果） 
こうした金融経済環境のなか、当行は「真面目にがんばっている人を 
真面目に応援する 真面目な銀行」を目指す姿とした中期経営計画「ふ
くぎん 本気（マジ）宣言」の２年目として、様々な取組みを行ってま
いりました。 
営業基盤の拡大を図ることを目的に、次の世代を担う若手経営者の勉
強の場や情報交換等を行うための場を提供するため県内各地に「若手経
営者の会」を新たに設立したほか、お客様との関係を強化するため営業
店単位での「ファミリー会」設立にも積極的に取組みました。 
また、シニアのお客様にとって利便性が高く、安心してご利用いただ
ける商品やサービスの提供、お客様の豊かな生活をサポートする取組み
の強化のため､「シニアのお客さまへの本気（マジ）宣言！！」の第二
弾として各種施策を展開してまいりました。その一環として、当行で年
金をお受取りのお客様への豊かな生活のために、ふくぎん年金友の会 
｢ふくカフェ」を創設し、相続について分かりやすく説明する「ふくカ
フェ相続セミナー」を実施するほか、会員相互の交流のために「ふくカ
フェ日帰りバスツアー」を開催するなど、サービスの充実に努めてまい
りました。 
既存のセミナーを発展・拡充させ、営業店長による「ハッピーなシニ
アライフへの雑学講座」を全店にて開催するなど、お客様へのサポート
強化も図ってまいりました。そのほか､「再生可能エネルギー発電事業
支援融資」の取扱い開始､「インターネット投信」の導入、県内金融機
関初となる「ペット保険」の販売開始など、お客様のニーズに合わせた
サービスの強化及び利便性の向上に努めてまいりました。 
一方、地域金融機関として取引先企業の経営改善や再生支援にも引続
き取組んでまいりました。金融円滑化法の期限到来後もその基本方針は
変更せず、再生支援対象先やモニタリング先を選定し重点的な支援を実
施すると共に、中小企業再生支援協議会や福島産業復興機構、東日本大
震災事業者再生支援機構といった外部機関と連携することにより再生支
援実績を積上げてまいりました。 
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こうした取組みの結果、当期の業績は次のとおりとなりました。 
当期末の預金（譲渡性預金を含む）は、前期末比30,992百万円増加
し、678,912百万円となりました。これは主に、東日本大震災に関連す
る資金の流入により個人預金を中心に増加したことによるものです。 
貸出金は、前期末比14,948百万円増加し、468,611百万円となりま
した。これは主に、個人向けローン及び地公体向け貸出が増加したこと
によるものです。 
有価証券は、前期末比11,587百万円増加し、221,033百万円となり
ました。これは主に、公社公団債及び政府保証債等の社債が増加したこ
とによるものです。 
損益面につきましては、経常収益は、前期比121百万円増加し、
13,803百万円となりました。これは主に、貸出金利回りの低下により
貸出金利息は減少したものの、有価証券利息配当金及び貸倒引当金戻入
益が増加したことによるものです。 
一方経常費用は、前期比632百万円減少し、10,468百万円となりま
した。これは主に、預金金利の低下により預金利息が減少したこと及び
貸出金償却が減少したこと並びに国債等債券償却が減少したことによる
ものです。 
これらの結果、経常利益は、前期比753百万円増加し、3,335百万円
となりました。また、当期純利益は、前期比660百万円増加し、2,457
百万円となりました。 
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（対処すべき課題） 
当行は、平成24年度からの３ヵ年を中期経営計画「ふくぎん 本気
(マジ）宣言」としております。平成26年度はその最終年度であり、５
つの基本方針である①新しい福島創造への積極的貢献 ②「お客様本位」
の徹底 ③地域のお客様との取引拡大と深化 ④安定した収益力と強固
な財務基盤の実現 ⑤社会貢献の取組み強化 について、推進してまい
ります。 
これらの基本方針による平成26年度の営業方針は、次のとおりです。 
① お客様の立場に立った課題解決型行動の徹底 
○ 提案営業の強化 
○ 企業の再生支援の継続・強化 
② 基盤拡大 
○ ｢若手経営者の会」等の活動の更なる活性化 
○ お客様本位の商品・サービスの積極的投入 
○ インターネットなど新しい取引チャネルの活用 
③ 業務効率化の推進 
○ 営業店業務の集中化と店頭サービスの向上 
○ 社員教育の強化 
④ 社会貢献への取組み強化 
○ ｢みんなの尾瀬」残高1,000億円を目標 
これらを重点項目としたうえで各種施策を徹底させ、お客様とリレーシ

ョンを図り、安定した収益と財務基盤を構築しつつ地域金融機関の役割を
果たしてまいります。 
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（2）財産及び損益の状況 （単位：億円） 
 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

預 金 5,736 5,995 6,151 6,439 

 定 期 性 預 金 3,707 3,462 3,409 3,375 

 そ の 他 2,028 2,532 2,742 3,063 

貸 出 金 4,396 4,615 4,536 4,686 

 個 人 向 け 1,571 1,567 1,584 1,600 

 中 小 企 業 向 け 1,868 1,961 1,879 1,852 

 そ の 他 956 1,086 1,072 1,234 

商 品 有 価 証 券 0 0 0 1 

有 価 証 券 1,227 1,757 2,094 2,210 

 国 債 744 907 1,134 1,124 

 そ の 他 482 849 959 1,086 

総 資 産 6,071 6,731 6,938 7,279 

内 国 為 替 取 扱 高 15,732 17,201 17,649 18,484 

外 国 為 替 取 扱 高 百万ドル
52

百万ドル
39

百万ドル 
46 

百万ドル
47

経 常 利 益 百万円
1,149

百万円
2,244

百万円 
2,582 

百万円
3,335

当 期 純 利 益 
（△は当期純損失） 

百万円
△5,136

百万円
1,767

百万円 
1,797 

百万円
2,457

１株当たり当期純利益 
（△は１株当たり当期純損失） △22

円34銭
 

7円69銭
 

7円82銭 
 

10円69銭
 

 
（注）1．記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 

2．１株当たり当期純利益（又は当期純損失）は、当期純利益（又は当期純損失）を期
中の平均発行済株式数（自己株式を控除した株式数）で除して算出しております。 
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（参考） 
企業集団の財産及び損益の状況 （単位：億円） 

 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
連 結 経 常 収 益 161 163 156 158
連 結 経 常 利 益 15 25 26 36
連 結 当 期 純 利 益 
（△は連結当期純損失） △49 20 18 27 
連 結 包 括 利 益 △61 38 43 26
連 結 純 資 産 額 181 220 261 284
連 結 総 資 産 6,090 6,754 6,959 7,304

 
（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 
 
（3）使用人の状況  

 当 年 度 末 前 年 度 末 
使 用 人 数 522人 528人 
平 均 年 齢 42年１月 42年７月 
平 均 勤 続 年 数 19年１月 19年11月 
平 均 給 与 月 額 363千円 362千円 

 
（注）1．使用人数には、出向者を含み臨時雇員及び嘱託は含んでおりません。 

2．平均年齢、平均勤続年数及び平均給与月額は、それぞれ単位未満を切り捨てて表示
しております。 

3．平均給与月額は、３月中の税込み平均給与月額であります。 
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（4）営業所等の状況 
イ．営業所数の推移 

 
 当 年 度 末 前 年 度 末 

福 島 県   49店 うち出張所（ ５ ）   49店 うち出張所 （ ５ ） 
宮 城 県    1  （ ０ ）    1  （ ０ ） 
栃 木 県    1  （ ０ ）    1  （ ０ ） 
茨 城 県    1  （ ０ ）    1  （ ０ ） 
埼 玉 県    1  （ ０ ）    1  （ ０ ） 
合       計   53  （ ５ ）   53  （ ５ ） 

 
（注）上記のほか、当年度末において、ローンプラザを３ヵ所 (福島、郡山、いわき)､東京事

務所 (東京都中央区) 及び店舗外現金自動設備95ヵ所 (前年度末98ヵ所) を設置してお
ります。 

 
ロ．当年度新設営業所 
 該当ありません。 

 
ハ．当年度廃止営業所 
 該当ありません。 

 
（注） 当年度において、店舗外現金自動設備を１ヵ所設置いたしました。 

ヨークベニマル須賀川森宿店出張所 （須賀川市森宿）
 
当年度において、店舗外現金自動設備を４ヵ所廃止いたしました。 

ヨークベニマル白河横町店出張所 （白河市横町）
会津若松市役所河東支所出張所 （会津若松市河東町） 
紺屋町出張所 （いわき市平紺屋町） 
本町通り出張所 （いわき市小名浜） 

 
ニ．銀行代理業者の一覧 
 該当ありません。 

 
ホ．銀行が営む銀行代理業等の状況 
 該当ありません。 
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（5）設備投資の状況 
イ．設備投資の総額 
                         （単位：百万円） 

設備投資の総額 513 
 

ロ．重要な設備の新設等 
 該当ありません。 

 
（6）重要な親会社及び子会社等の状況 
イ．親会社の状況 
 該当ありません。 

 
ロ．子会社等の状況 

 
会社名 所 在 地 主要業務内容 設立年月日 資本金 

当行が有する
子会社等の 
議決権比率 

その他

株 式 会 社 
ふ く ぎ ん 
リ ー ス 

福島県福島市 
万世町2番5号 リース業務

昭和57年
７月１日 10百万円 100.00％ 子会社

株 式 会 社 
福島カード 
サ ー ビ ス 

福島県福島市 
万世町2番5号 

クレジット
カード業務
及 び 信 用
保 証 業 務

平成元年
５月12日105百万円 56.45％ 子会社

株 式 会 社 
東 北 
バンキング 
システムズ 

山形県山形市清住
町二丁目7番1号 

コンピューター
関 連 業 務

平成7年
12月12日 60百万円 28.41％ 関 連法人等

 
（注）1．上記の子会社２社及び関連法人等１社の損益を含めた連結経常利益は3,679百万円、

連結当期純利益は2,726百万円となりました。 
2．議決権比率は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。 
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（重要な業務提携の概況） 
1．第二地銀協地銀41行の提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出しの
サービス（略称ＳＣＳ）を行っております。 

2．第二地銀協地銀41行、都市銀行５行、信託銀行３行、地方銀行64行、信用金庫268
金庫 (信金中央金庫を含む)、信用組合136組合 (全信組連を含む)、系統農協・信漁連
774 (農林中金、信連を含む)、労働金庫14金庫 (労金連を含む) との提携により、現
金自動設備の相互利用による現金自動引出しのサービス（略称ＭＩＣＳ）を行ってお
ります。 

3．第二地銀協地銀41行の提携により、ＩＳＤＮ回線交換網を利用したデータ伝送の方法
による取引先企業との間の総合振込等のデータの授受のサービス及び入出金取引明細
等のマルチバンクレポートサービス（略称ＳＤＳ）を行っております。 

4．株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社セブン銀行との提携により、共同利用型クレジッ
ト・オンライン・システム（略称ＣＡＦＩＳ）経由方式で現金自動設備の相互利用に
よる現金自動引出し・入金のサービスを行っております。 

5．株式会社イオン銀行との提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出し
のサービスを行っております。 

 

（7）事業譲渡等の状況 
 該当ありません。 

 
（8）その他銀行の現況に関する重要な事項 
 該当ありません。 
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2．会社役員（取締役及び監査役）に関する事項 
 
（1）会社役員の状況 （年度末現在） 
氏   名 地 位 及 び 担 当 重要な兼職 その他 
紺 野 邦 武 取 締 役 会 長  ― ― 
森 川 英 治 取 締 役 社 長（代表取締役） ― ― 

菅 野 則 夫 専 務 取 締 役（代表取締役）
業 務 本 部 長 ― ― 

和 知  昭 常 務 取 締 役（代表取締役）
営 業 本 部 長 ― ― 

久 能 敏 光 常 務 取 締 役
企 画 本 部 長 ― ― 

纐 纈  晃 取 締 役（社外取締役） ― ― 
吉 原 和 子 常 勤 監 査 役  ― ― 
櫻 井 文 雄 常 勤 監 査 役  ― ― 

相 良 勝 利 監 査 役（社外監査役） 
石巻専修大学 
経営学部特任
教授 

財務及び会計
に関する相当
程度の知見を
有しておりま
す。 

新 開 文 雄 監 査 役（社外監査役） 
弁護士法人新開
法律事務所代表
社員弁護士

― 

（当期中に退任した役員） 

長 谷 川 茂 樹 常 勤 監 査 役 （平成25年６月25日 退任） 
 
（注）当行は、社外取締役及び社外監査役の全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員と

して指定し、同取引所に届け出ております。 
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（参考）当行は、執行役員制度を導入しております。各執行役員の氏名、地位及び担当、重要
な兼職等は次のとおりであります。  

氏   名 地 位 及 び 担 当 重要な兼職 その他 

鈴 木 弘 志 常務執行役員
本店営業部長 ― ― 

齋 藤 郁 雄 執 行 役 員
事務本部長 ― ― 

高 野 俊 哉 執 行 役 員
郡山営業部長 ― ― 

 
 
（2）会社役員に対する報酬等
支給額の年間実績（平成25年４月から平成26年３月まで） 

区  分 支給人数 報酬等の支給額 
取  締 役 

（うち社外取締役） 
６名
（１名）

年77百万円
（年４百万円）

監  査 役 
（うち社外監査役） 

５名
（２名）

年26百万円
（年４百万円）

合 計 11名 年103百万円 
  
（注）1．上記支給人数と報酬等の支給額には、平成25年６月25日開催の第147回定時株主総

会の日をもって退任した常勤監査役１名が含まれております。 
2．株主総会で定められた報酬限度額（第125回定時株主総会決議） 
取締役 月額 2,250万円以内 
監査役 月額  700万円以内 

3．上記支給額のほか、平成22年６月22日開催の第144回定時株主総会において承認可
決された役員退職慰労金制度廃止に伴う退職慰労金の打ち切り支給額として、当事
業年度中に退任した常勤監査役１名に対して２百万円を支給しております。 

4．上記支給額のほか、平成22年６月22日開催の第144回定時株主総会において承認可
決された役員退職慰労金制度廃止に伴う退職慰労金の打ち切り支給決議に基づき、
役員退職慰労金を各取締役及び監査役の退任時に支払う予定であります。その総額
は、取締役３名に対して129百万円、監査役１名に対して１百万円（うち社外監査
役１名１百万円）となる予定であります。 
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3．社外役員に関する事項 
 
（1）社外役員の兼職その他の状況 
 

氏      名 兼 職 そ の 他 の 状 況 
監査役 相良 勝利 石巻専修大学経営学部特任教授 
監査役 新開 文雄 弁護士法人新開法律事務所代表社員弁護士 
 

（注）上記社外監査役２名の兼任先である石巻専修大学並びに弁護士法人新開法律事務所と当
行の間に利害関係はありません。 

 

（2）社外役員の主な活動状況 
 

氏      名 在任期間 取締役会・監査役会
へ の 出 席 状 況

取締役会・監査役会における
発言その他の活動状況

取締役 纐纈  晃   ９ヵ月

平成25年６月の就任
後、当期中に開催した
取締役会16回中全て
に出席しております。

取締役会に出席し、主
に会社の元経営者とし
ての豊富な経験と幅広
い見地からの発言を行
っております。 

監査役 相良 勝利 5年９ヵ月

当期中に開催した取締
役会20回中全てに出
席、また、当期中に開
催した監査役会21回
中全てに出席しており
ます。

取締役会並びに監査役
会に出席し、主に財
務・会計に関する専門
的な見地からの発言を
行っております。 

監査役 新開 文雄 2年９ヵ月

当期中に開催した取締
役会20回中18回に出
席、また、当期中に開
催した監査役会21回
中19回に出席してお
ります。

取締役会並びに監査役
会に出席し、主に弁護
士としての専門的な見
地からの発言を行って
おります。 

 
（3）責任限定契約 
 当行定款において、社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第
１項の規定に基づき、同法第423条第１項に定める要件に該当する賠償責
任を限定する契約を締結しております。 
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 当該契約に基づく賠償責任の限度額は、社外取締役については金1,500
万円又は会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額のいずれか高い
額とし、社外監査役については金1,000万円又は会社法第425条第１項に
定める最低責任限度額のいずれか高い額としております。 

 
（4）社外役員に対する報酬等

（単位：百万円） 

 支給人数 銀行からの報酬等 銀行の親会社等からの報酬等

報酬等の合計 ３名 9 ― 
 

（注）支給人数３名の内訳は、社外取締役１名及び社外監査役２名であります。 
 
（5）社外役員の意見 
 該当ありません。 
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4．当行の株式に関する事項 
 
（1）株式数 

発行可能株式総数 
  普通株式 900,000千株
  Ａ種優先株式 900,000千株
発行済株式の総数 
  普通株式 230,000千株（自己株式193,031株を含む｡）

（2）当年度末株主数 
  普通株式 17,445名

（3）大株主  
株 主 の 氏 名 又 は 名 称 

当 行 へ の 出 資 状 況 
持 株 数 等 持 株 比 率

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社 (信託口) 10,292千株 4.47％ 
日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社 (信託口４) 6,830 2.97 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 (信託口) 4,730 2.05 
福 島 銀 行 従 業 員 持 株 会 4,377 1.90 
株 式 会 社 ア ラ ジ ン 3,931 1.71 
株 式 会 社 東 北 サ フ ァ リ ー パ ー ク 3,562 1.54 
日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社 (信託口３) 2,390 1.04 
日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社 (信託口６) 2,248 0.97 
日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社 (信託口５) 2,239 0.97 
日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社 (信託口２) 2,096 0.91 

 （注）1．持株数等は、千株未満を切り捨てて表示しております。 
2．持株比率は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。 
3．持株比率は、発行済株式の総数から自己株式数を控除して算出しております。 
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5．当行の新株予約権等に関する事項 
 
（1）事業年度の末日において当行の会社役員が有している当行の新株予約権等 

該当ありません。 
（2）事業年度中に使用人等に交付した当行の新株予約権等 

該当ありません。 
 
6．会計監査人に関する事項 
 
（1）会計監査人の状況 
 

（単位：百万円） 

氏名又は名称 当該事業年度
に係る報酬等 その他 

有限責任監査法人トーマツ 
 指定有限責任社員 深田建太郎 
 指定有限責任社員 菅  博雄 

54 

バーゼルⅢ規制・自己資
本比率算定プロジェクト
における助言・指導業務
並びに基幹系システム移
行推進プロジェクトにお
ける第三者評価 

 
（注）1．監査契約上、会社法監査に係る報酬の額と金融商品取引法監査に係る報酬の額とを

区分しておらず、実質的にも区分することが困難であるため、上記報酬の額には合
算金額を記載しております。 

2．上記報酬には、バーゼルⅢ規制・自己資本比率算定プロジェクトにおける助言・指
導業務並びに基幹系システム移行推進プロジェクトにおける第三者評価の報酬４百
万円を含んでおります。 

3．当行、子会社及び子法人等が支払うべき会計監査人に対する報酬等の合計額は54百
万円であります。 

 
（2）責任限定契約 
 

該当ありません。 
 
（3）会計監査人に関するその他の事項 
 

会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 
 

 当行では、会計監査人の独立性及び審査体制その他の職務の実施に関
する体制を特に考慮し、監査役と綿密な連携を取りつつ解任又は不再任
の決定を行う方針です。 
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7．財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 
 

該当ありません。 
 
8．業務の適正を確保する体制 
 

業務の適正を確保する体制は、インターネット上の当行ウェブサイト 
(http://www.fukushimabank. co.jp/) に掲載しております。 

 
9．会計参与に関する事項 
 

該当ありません。 
 
10．その他 
 

該当ありません。 
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第148期末（平成26年３月31日現在）貸借対照表 
 （単位：百万円）  

科       目 金   額 科       目 金   額 
（資 産 の 部） 

現 金 預 け 金 
現 金 
預 け 金 

商 品 有 価 証 券 
商 品 国 債 
商 品 地 方 債 

金 銭 の 信 託 
有 価 証 券 
国 債 
地 方 債 
社 債 
株 式 
そ の 他 の 証 券 

貸 出 金 
割 引 手 形 
手 形 貸 付 
証 書 貸 付 
当 座 貸 越 

外 国 為 替 
外 国 他 店 預 け 

そ の 他 資 産 
未 決 済 為 替 貸 
未 収 収 益 
金 融 派 生 商 品 
そ の 他 の 資 産 

有 形 固 定 資 産 
建 物 
土 地 
そ の 他 の有形固定資産 

無 形 固 定 資 産 
ソ フ ト ウ ェ ア 
そ の 他 の無形固定資産 

繰 延 税 金 資 産 
支 払 承 諾 見 返 
貸 倒 引 当 金 

23,579 
8,051 
15,528 
117 
62 
55 

1,660 
221,033 
112,417 
9,266 
73,124 
6,227 
19,996 
468,611 
1,484 
34,323 
374,063 
58,740 
279 
279 
2,430 
64 
688 
1 

1,676 
11,554 
4,919 
6,143 
491 
787 
682 
104 
1,904 
548 

△ 4,604 

（負 債 の 部）
預 金
当 座 預 金
普 通 預 金
貯 蓄 預 金
通 知 預 金
定 期 預 金
定 期 積 金
そ の 他 の 預 金

譲 渡 性 預 金
借 用 金
借 入 金

社 債
そ の 他 負 債
未 決 済 為 替 借
未 払 法 人 税 等
未 払 費 用
前 受 収 益
従 業 員 預 り 金
給 付 補 塡 備 金
金 融 派 生 商 品
資 産 除 去 債 務
そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
睡眠預金払戻損失引当金
再評価に係る繰延税金負債
支 払 承 諾

643,912 
8,021 

289,140 
2,879 
2,222 

326,422 
11,162 
4,063 
35,000 
9,170 
9,170 
6,700 
1,820 
70 
97 
974 
253 
28 
7 
1 
35 
352 
146 
1,774 
137 
96 
830 
548

負 債 の 部 合 計 700,135
（純 資 産 の 部）

資 本 金
資 本 剰 余 金
そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本 合 計
その他有価証券評価差額金
土 地 再 評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

18,127 
1,228 
1,228 
5,665 
92 

5,573 
1,000 
4,573 
△ 16 
25,005 
2,187 
574 
2,762

純 資 産 の 部 合 計 27,767
資 産 の 部 合 計 727,903 負債及び純資産の部合計 727,903
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  第148期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）損益計算書  （単位：百万円）  科              目 金         額 
経 常 収 益  13,803
資 金 運 用 収 益 9,704
貸 出 金 利 息 7,965
有 価 証 券 利 息 配 当 金 1,713
コ ー ル ロ ー ン 利 息 17
預 け 金 利 息 7
そ の 他 の 受 入 利 息 0
役 務 取 引 等 収 益 1,930
受 入 為 替 手 数 料 493
そ の 他 の 役 務 収 益 1,436
そ の 他 業 務 収 益 359
外 国 為 替 売 買 益 15
国 債 等 債 券 売 却 益 341
そ の 他 の 業 務 収 益 2
そ の 他 経 常 収 益 1,809
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 1,009
償 却 債 権 取 立 益 448
株 式 等 売 却 益 82
そ の 他 の 経 常 収 益 268

経 常 費 用 10,468
資 金 調 達 費 用 679
預 金 利 息 473
譲 渡 性 預 金 利 息 32
借 用 金 利 息 7
社 債 利 息 165
そ の 他 の 支 払 利 息 0
役 務 取 引 等 費 用 1,016
支 払 為 替 手 数 料 118
そ の 他 の 役 務 費 用 898
そ の 他 業 務 費 用 46
商 品 有 価 証 券 売 買 損 0
国 債 等 債 券 売 却 損 41
国 債 等 債 券 償 却 5
営 業 経 費 8,190
そ の 他 経 常 費 用 535
貸 出 金 償 却 322
株 式 等 売 却 損 14
株 式 等 償 却 0
金 銭 の 信 託 運 用 損 2
そ の 他 の 経 常 費 用 196

経 常 利 益 3,335
特 別 利 益 7

固 定 資 産 処 分 益 7
特 別 損 失 150

固 定 資 産 処 分 損 5
減 損 損 失 145

税 引 前 当 期 純 利 益 3,191
法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 185
法 人 税 等 調 整 額 548
法 人 税 等 合 計 733
当 期 純 利 益 2,457
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第148期（ 平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）株主資本等変動計算書 

(単位：百万円) 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合   計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合   計別途積立金 繰越利益 

剰 余 金 
当期首残高 18,127 1,228 1,228 46 ― 3,303 3,349

当期変動額   

 剰余金の配当  △229 △229

 利益準備金の積立  46 △46 ―

 別途積立金の積立  1,000 △1,000 ―

 当期純利益  2,457 2,457

 自己株式の取得   

 土地再評価差額金の取崩  87 87
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）   

当期変動額合計 ― ― ― 46 1,000 1,269 2,315

当期末残高 18,127 1,228 1,228 92 1,000 4,573 5,665
 

 
株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計
自己株式 株主資本

合  計
その他有価証券
評 価 差 額 金

土地再評価
差 額 金

評価･換算 
差額等合計 

当期首残高 △15 22,690 2,253 662 2,916 25,607

当期変動額   

 剰余金の配当  △229  △229

 利益準備金の積立  ―  ―

 別途積立金の積立  ―  ―

 当期純利益  2,457  2,457

 自己株式の取得 △0 △0  △0

 土地再評価差額金の取崩  87 △87 △87 ―
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）  △66 ― △66 △66

当期変動額合計 △0 2,314 △66 △87 △154 2,160

当期末残高 △16 25,005 2,187 574 2,762 27,767
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第148期末（平成26年３月31日現在）連結貸借対照表 
 （単位：百万円）  

科       目 金   額 科       目 金   額 
（資 産 の 部） 

現 金 預 け 金 
商 品 有 価 証 券 
金 銭 の 信 託 
有 価 証 券 
貸 出 金 
外 国 為 替 
リース債権及びリース投資資産 
そ の 他 資 産 
有 形 固 定 資 産 
建 物 
土 地 
そ の 他 の有形固定資産 

無 形 固 定 資 産 
ソ フ ト ウ ェ ア 
そ の 他 の無形固定資産 

繰 延 税 金 資 産 
支 払 承 諾 見 返 
貸 倒 引 当 金 

23,611 
117 
1,660 

220,573 
467,090 

279 
2,833 
4,622 
11,589 
4,921 
6,145 
522 
824 
693 
131 
2,059 
548 

△ 5,397 

（負 債 の 部）
預 金
譲 渡 性 預 金
借 用 金
社 債
そ の 他 負 債
賞 与 引 当 金
退 職 給 付 に 係 る 負 債
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
睡眠預金払戻損失引当金
利 息 返 還 損 失 引 当 金
再評価に係る繰延税金負債
負 の の れ ん
支 払 承 諾

643,723 
35,000 
9,675 
6,700 
2,453 
149 
2,015 
142 
96 
1 

830 
628 
548

負 債 の 部 合 計 701,964 
（純 資 産 の 部）

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式
株 主 資 本 合 計
その他有価証券評価差額金
土 地 再 評 価 差 額 金
退職給付に係る調整累計額
その他の包括利益累計額合計
少 数 株 主 持 分

18,127 
1,228 
6,367 
△ 16 
25,707 
2,187 
574 

△ 150 
2,611 
131

純 資 産 の 部 合 計 28,449 

資 産 の 部 合 計 730,414 負 債及び純資産の部合計 730,414 
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第148期 （平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）連結損益計算書 

 
（単位：百万円）  

科              目 金         額 
経 常 収 益  15,846
資 金 運 用 収 益 9,710  
貸 出 金 利 息 7,973  
有 価 証 券 利 息 配 当 金 1,712  
コ ー ルローン利息及び買入手形利息 17  
預 け 金 利 息 7  
そ の 他 の 受 入 利 息 0  

役 務 取 引 等 収 益 1,932  
そ の 他 業 務 収 益 359  
そ の 他 経 常 収 益 3,844  
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 1,111  
償 却 債 権 取 立 益 448  
そ の 他 の 経 常 収 益 2,284  

経 常 費 用  12,166
資 金 調 達 費 用 690  
預 金 利 息 473  
譲 渡 性 預 金 利 息 32  
借 用 金 利 息 15  
社 債 利 息 165  
そ の 他 の 支 払 利 息 3  

役 務 取 引 等 費 用 985  
そ の 他 業 務 費 用 46  
営 業 経 費 8,461  
そ の 他 経 常 費 用 1,982  
そ の 他 の 経 常 費 用 1,982  

経 常 利 益  3,679
特 別 利 益  7

固 定 資 産 処 分 益 7  
特 別 損 失  150

固 定 資 産 処 分 損 5  
減 損 損 失 145  

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  3,536
法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 195  
法 人 税 等 調 整 額 615  
法 人 税 等 合 計  810
少数株主損益調整前当期純利益  2,725
少 数 株 主 損 失  1
当 期 純 利 益  2,726
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第148期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）連結株主資本等変動計算書
 

（単位：百万円） 

 
株主資本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

当期首残高 18,127 1,228 3,783 △15 23,124

当期変動額   

 剰余金の配当  △229  △229

 当期純利益  2,726  2,726

 自己株式の取得  △0 △0

 土地再評価差額金の取崩  87  87

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）   

当期変動額合計 ― ― 2,584 △0 2,583

当期末残高 18,127 1,228 6,367 △16 25,707

 

 
その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計その他有価証券 
評 価 差 額 金 

土地再評価
差 額 金

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当期首残高 2,253 662 ― 2,915 131 26,171

当期変動額   

 剰余金の配当   △229

 当期純利益   2,726

 自己株式の取得   △0

 土地再評価差額金の取崩  △87 △87  ―

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △65 ― △150 △216 △0 △217

当期変動額合計 △65 △87 △150 △304 △0 2,278

当期末残高 2,187 574 △150 2,611 131 28,449
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会計監査人の監査報告書 謄本
   
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成26年５月12日 
 
株式会社 福島銀行 
 取締役会 御中  

 

有限責任監査法人 トーマツ 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 深 田 建 太 郎㊞ 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 菅   博  雄㊞ 

  
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社福島銀行の平成25年４月１日か
ら平成26年３月31日までの第148期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 
以 上 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成26年５月12日 
 
株式会社 福島銀行 
 取締役会 御中  

 

有限責任監査法人 トーマツ 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 深 田 建 太 郎㊞ 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 菅   博  雄㊞ 

 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社福島銀行の平成25年４月１日から平成
26年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社福島銀行及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
 

以  上  
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  監査役会の監査報告書 謄本 
 

監 査 報 告 書
 
 当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第148期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
 
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほ
か、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 
 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監
査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他
重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
め、重要な決裁書類等を閲覧し、本部及び主要な営業店において業務及び財産の状況を調査いたしました。 
 また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体
制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。 
 なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任監査法人トーマツから当該内部統制の評価及
び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 
 子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事
業の報告を受けました。 
 以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 
 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から 
｢職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制｣（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に
関する品質管理基準｣（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。 
 以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。 
 
２．監査の結果 
（1）事業報告等の監査結果 
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。 
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。 
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関
する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事
項は認められません。 

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果 
 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

（3）連結計算書類の監査結果 
 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 
 平成26年５月14日 

株式会社福島銀行 監査役会 
 

常勤監査役 吉 原 和 子 ㊞
常勤監査役 櫻 井 文 雄 ㊞
監  査  役 相 良 勝 利 ㊞
監  査  役 新 開 文 雄 ㊞

 
（注）監査役相良勝利及び監査役新開文雄は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。 

以 上 
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株主総会参考書類 
 
議 案 及 び 参 考 事 項 
 
第１号議案 剰余金の処分の件 
 第148期の期末配当につきましては、当期の業績並びに内部留保の状況な
どを考慮し以下のとおりといたしたいと存じます。 
 1. 期末配当に関する事項 
（1）配当財産の種類 
  金銭 
（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額 
  当行普通株式１株につき１円50銭  総額344,710,454円 
（3）剰余金の配当が効力を生じる日 
  平成26年６月25日 

 
 2. 剰余金の処分に関する事項 
（1）増加する剰余金の項目及びその額 
  別途積立金    1,500,000,000円 
（2）減少する剰余金の項目及びその額 
  繰越利益剰余金  1,500,000,000円 
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第２号議案 取締役６名選任の件 
 現在の取締役全員（６名）は、本総会の終結の時をもって任期満了とな
ります。つきましては、取締役６名の選任をお願いいたしたいと存じます。 
 取締役候補者は、次のとおりであります。 

 
候補者 
番 号 

氏   名 
（生年月日） 

略歴、当行における地位、担当 
（重要な兼職の状況） 

所 有 す る
当行の株式数

１ 
こん  の  くに  たけ 

紺 野 邦 武 
（昭和18年３月12日生） 

昭和40年４月 日本銀行入行
平成３年５月 福岡支店長 
平成４年11月 日本銀行退職 
平成４年11月 大阪銀行協会専務理事 
平成13年３月 同協会退職 
平成13年４月 当行顧問 
平成13年６月 取締役副社長 
平成14年６月 取締役社長 
平成24年４月 取締役会長 
       （現在に至る）

320,000株

２ 
もり  かわ  ひで  はる 

森 川 英 治 
（昭和30年８月６日生） 
 

昭和54年４月 日本銀行入行
平成10年７月 人事局総務課長 
平成11年６月 政策委員会室総務課長 
平成13年11月 福島支店長 
平成17年３月 検査役 
平成19年11月 金融機構局審議役 
平成21年５月 検査室長 
平成23年５月 日本銀行退職 
平成23年５月 当行顧問 
平成23年６月 取締役副社長 
平成24年４月 取締役社長 
       （現在に至る）

125,000株
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候補者 
番 号 

氏   名 
（生年月日） 

略歴、当行における地位、担当 
（重要な兼職の状況） 

所 有 す る
当行の株式数

３ 
わ   ち      あきら 

和 知   昭 
（昭和27年８月13日生） 

昭和46年４月 当行入行
平成７年７月 門田支店長 
平成10年７月 須賀川支店長 
平成12年３月 本店営業部副部長 
平成13年６月 川俣支店長 
平成14年９月 白河支店長 
平成16年４月 平支店長 
平成17年６月 取締役営業本部長 
平成18年３月 取締役 
平成18年６月 取締役郡山支店長 
平成19年６月 常務取締役郡山支店長 
平成20年６月 常務取締役本店営業部長 
平成22年６月 常務取締役営業本部長 
       （現在に至る）

83,420株

４ 
く  のう  とし  みつ 

久 能 敏 光 
（昭和31年９月28日生） 

昭和55年４月 当行入行
平成16年４月 法人営業チームリーダー 
平成16年７月 営業企画チームリーダー 
平成17年４月 個人営業チームリーダー 
平成18年３月 福島西支店長 
平成20年３月 リスク管理チームリーダー 
平成20年10月 経営管理チームリーダー 
平成21年７月 営業本部長 
平成22年６月 取締役管理本部長 
平成23年３月 取締役企画本部長 
平成25年６月 常務取締役企画本部長 
       （現在に至る）

84,000株
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候補者 
番 号 

氏   名 
（生年月日） 

略歴、当行における地位、担当 
（重要な兼職の状況） 

所 有 す る
当行の株式数

５ 

※ 
さい  とう  いく  お 

齋 藤 郁 雄 
(昭和29年８月25日生） 

 

平成３年３月 当行入行
平成13年10月 市場営業部長 
平成15年５月 リスク管理部長 
平成16年４月 リスク統括チームリーダー 
平成17年９月 資金統括チームリーダー 
平成18年３月 市場営業チームリーダー 
平成20年３月 業務本部長 
平成20年６月 執行役員業務本部長 
平成20年10月 執行役員市場本部長 
平成21年７月 執行役員監査本部長 
平成22年４月 執行役員管理本部長 
平成22年６月 執行役員平支店長 
平成24年６月 執行役員事務本部長 
       （現在に至る）

45,000株

６ 
 
こう  けつ     あきら 
纐 纈   晃 
(昭和27年４月21日生） 
 

昭和51年４月 株式会社博報堂入社
平成７年12月 同社営業部長 
平成11年12月 同社営業局長代理 
平成14年６月 株式会社福島博報堂代表取締

役社長 
 その後、株式会社盛岡博報

堂、株式会社秋田博報堂、株
式会社福島博報堂及び株式会
社仙台博報堂の代表取締役社
長及び取締役並びに株式会社
青森博報堂の取締役を歴任 

平成24年７月 株式会社東北博報堂顧問 
平成25年３月 同社顧問を退任 
平成25年４月 国立大学法人山形大学客員教

授 
平成25年６月 当行取締役 
       （現在に至る）

4,000株

  
（注）1．※は新任の取締役候補者であります。 

2．各取締役候補者と当行との間には、特別の利害関係はありません。 
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3．纐纈晃氏は、社外取締役候補者であります。 
なお、当行は纐纈晃氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指
定し、同取引所に届け出ております。 

4．纐纈晃氏は、会社の元経営者としての豊富な経験と幅広い見識のもと、当行の経営
を監督していただくとともに、当行の経営全般に助言を頂戴することにより、コー
ポレート・ガバナンスの強化及び経営の透明性に寄与していただくため、社外取締
役として選任するものであります。 

5．纐纈晃氏の当行社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって１年となります。 
6．纐纈晃氏は、当行の特定関係事業者の業務執行者ではなく、また過去５年間に当行
の特定関係事業者の業務執行者であったこともありません。 

7．纐纈晃氏は、当行又は当行の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける
予定はなく、また過去２年間に受けていたこともありません。 

8．纐纈晃氏は、当行又は当行の特定関係事業者の業務執行者の配偶者、三親等以内の
親族その他これに準ずるものではありません。 

9．纐纈晃氏は、過去２年間に合併、吸収分割、新設分割若しくは事業の譲受けにより
当行が権利義務を承継した株式会社において、当該合併等の直前に業務執行者であ
ったことはありません。 

10．当行は、社外取締役としての職務遂行にあたり期待される役割を十分発揮できるよ
う、社外取締役との間で、当行への損害賠償責任を一定範囲内に限定する契約を締
結できる旨を定款に定めております。社外取締役候補者纐纈晃氏は、当行との間で
当該責任限定契約を締結しており、その内容の概要は､「社外取締役として、会社法
第 423条第１項に規定する責任を負うこととなった場合において、その職務を行な
うに当たり、善意でかつ重大な過失がないときは、1,500万円又は会社法第425条
第１項に規定する最低責任限度額のいずれか高い額を限度として損害賠償責任を負
う｣ であります。 
なお、本議案が承認可決され、纐纈晃氏が再選された場合、引き続き上記責任限

定契約を継続する予定であります。 
 

以 上   
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第148回定時株主総会会場ご案内図 
 

福島県福島市万世町２番５号 当行本店 地下大会議室 
          電話(024)525－2525(代表) 

 
 

 
（注）←印は会場付近の一方通行路です。 

 




